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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

小山市

水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 68,850 ㎥／日

平 成 25 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

6

～

管 路 延 長

水 源

小山市水道事業経営戦略

事業の現況

　本市では用途別逓増型を採用している。
　一般家庭を家事用、会社・店舗を一般用とするなど、用途別に区分して格差を設け、さらに使用水量が多くな
ると単価が高くなる設定である。
　また、基本料金に基本水量を付与しないことで、使用水量に応じた料金設定となっている。
　料金は、1月につき次の表に定める基本料金及び従量料金の合計額に100分の108を乗じて得た額とする。
　ただし、その金額に1円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

平成29年度末　938.3

千ｍ

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 平成29年度実績　63.66

施 設 数

策 定 日 ：

年（2028年）度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

3

平成29年度末　1.33

供 用 開 始 年 月 日 昭和３５年　４月　１５日　 計 画 給 水 人 口 142,500

現 在 給 水 人 口 平成29年度末　140,393法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

用途 基本料金 従量料金（1立方メートルあたり）

（0立方メートル）
1から8
立方メートル

9から20
立方メートル

21
立方メートル以上

家事用
共用栓用

880円 20円 150円 160円

用途 基本料金 従量料金（1立方メートルあたり）

（0立方メートル）
1から10
立方メートル

11から20
立方メートル

21
立方メートル以上

一般用 1,600円 20円 220円 230円



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

　本経営戦略の期間中において改定は実施しない方針である。

水需要の予測

　本市の行政区域内人口は平成32年(2020年）度より緩やかに減少する見込みであるが、給水区域外人口の減少がさらに顕著となる予測と
なっており、結果的に給水人口は緩やかに増加する見通しである。平成40年（2028年）度において149,320人となる。

　平成30年4月1日現在の職員数は、課長1名、総務係4名、営業推進係3名、工務係6名、施設係4名の計18名である。
　損益勘定職員数の推移は、グラフに示すとおりである。

これまでの主な経営健全化の取組

・平成29年度より、料金・給水装置の窓口・受付業務、検針業務といった料金関係業務と施設の運転管理、保全管理業務の維持管理業務を
包括業務委託で発注し、民間ノウハウを活用し業務の効率化を図っている。
・広域化として、災害時の連携等の検討を行っている。
・管路更新の際には、管路耐震化に合わせポリエチレンスリーブ被覆をして管の長寿命化を図っており、φ150以下の小口径管では、耐震適
合性のある配水用ポリエチレン管を採用してコスト縮減を図っている。
・公的資金補償金免除繰上償還制度の活用による企業債利息の軽減を行った。

給水人口の予測

　平成28年度の経営状況は、別紙の経営分析比較表に示すとおりである。

　有収水量、1日平均給水量は給水人口の微増傾向び影響により、緩やかに増加している。

　将来予測については、平成40年（2028年）度の有収水量が42,087m3/日、一日平均給水量が44,740m3/日となる見込みである。
　一日最大給水量については、変動があるものの概ね横這い傾向となっている。

　平成40年(2028年)度に計画期間中の最大値である51,370m3/日に達する見込みである。
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

【主な費用の積算の考え方】
①人件費
　給料、手当、法定福利費等を人件費とし、2017年度実績を見込んだ。
②動力費、薬品費、修繕費
　平成29年度単価と水需要予測の有収水量を乗じて計上した。
③減価償却費
　既往分と新規分に分けて計上した。既往分はすでに取得した資産の減価償却費を試算し集計した。新規分は、将来、取得する資産につい
て、法定耐用年数を土建58年、機電16年、管路38年とし定額法により計上した。
④支払利息
　既往分と新規分に分けて計上した。既往分はすでに借り入れた企業債の償還計画より集計した。新規分は半年賦元利均等償還、30年償
還、5年据置、年利率2％で計上した。

目 標
主要施設の耐震化事業、更新事業に取り組みつつ、経営の安定を図り、持続的な水供給を維持す
る。

目 標
事業コストの縮減を図りながら、投資の財源となる料金収入の確保、企業債の抑制に努め、健全
な経営の維持に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

【計画期間における主な投資の内容】
①若木浄水場更新事業
　平成32年(2020年)度から平成41年（2029年）度まで、設備等の更新、耐震補強を行う。なお、工事期間中のバックアップ機能を確保するた
め、羽川西浄水場等の能力増強も行う。
②浄水場水質計器更新
　平成32年（2020年）度から、順次、水質計器、分析機器の更新を行う。
③管路耐震化事業
　平成31年（2019年）度から基幹管路及び重要管路の耐震化を図る。
④管路整備事業
　平成31年（2019年）度から老朽管路更新、再構築を行う。

【主な収入の積算の考え方】
①料金収入

　供給単価166.08円/m3（平成29年度実績）×水需要予測の有収水量
②企業債
　2028（平成40）年度において、建設改良費、拡張費の50％について企業債を見込むこととした。
③国庫補助金
　今後、活用の可能性を十分検討し、必要に応じて適正に見込むこととした。

　本市水道事業の職員数は20人前後で推移している。今後、増大する更新需要等に対応するため、職員の確保が重要であり、場合によって
は、民間事業者のノウハウを活かした方式も考慮する必要がある。

施設の見通し

組織の見通し

　若木浄水場の機械・電気設備更新や耐震化の必要があり、他の浄水場との効率的な水運用も考慮し、対応する計画である。また、長期的な
更新需要に則り、経年化施設・管路を順次、更新する方針である。

　平成26年度に策定した「小山市水道ビジョン」を改定し、平
成30年度に新たな「小山市水道ビジョン」を策定している。
　同資料において、基本方針「安全で安心な、おいしい小山
の水道水」を掲げ、安全、強靭、持続の観点から、右図に示
す実現方策が示されており、経営の基本方針もこれを踏襲
する。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

水道ビジョン等の見直しに合わせて、ＰＤＣＡサイクルに従い適宜内容の見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施設台帳の整備を進めて、アセットマネジメントのレベル向上に取り組み、施設・設備の長寿命化を図
りながら効率的に施設の更新を進める。

広 域 化
栃木県水道ビジョンにおいて、本市は県南地域広域圏に属しており、県及び周辺事業体と連携しつ
つ、情報収集に努める。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 －

自己資金とのバランスを考慮し過度な起債を避ける。充当率については収支計画に記載したとおり。

当面、繰入金の必要はないため、特に見込まない。

若木浄水場の耐震化・更新事業等において、官民連携の可能性を検討する。
民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

計画期間中にダウンサイジングの必要はないため見込まない。

現状では、顕著なスペックダウンの必要性は小さいと考えられ、むしろ長寿命化が期待できる管材の
導入など、LCCが縮減できる技術について積極的に活用する。

そ の 他 の 取 組

当面、現況の料金水準で経営的な安定性は保たれる見込みであるため、料金改定等は考慮していな
い。ただし、ＰＤＣＡサイクルの中で経営環境を分析し、必要に応じて対策を検討する。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

遊休資産等は特にないため見込まない。また、位置エネルギーの活用が比較的難しい地形のため小
水力発電等は考慮していない。

そ の 他 の 取 組 －

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

若木浄水場の更新事業等で官民連携の導入について検討する。

アセットマネジメントの考え方にしたがい、施設・設備の長寿命化を考慮した計画的な修繕について検
討する。

更新する機電設備についてエネルギー効率の優れた機器の導入等を検討する。また、施設統廃合に
よる効率化も検討する。

引き続き事業規模に合わせた組織体制を検討するとともに、場合によっては民間のノウハウ活用につ
いて検討しコスト縮減に努める。

－



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 2,621,944 2,746,527 2,670,755 2,677,019 2,686,506 2,696,719 2,713,231 2,716,720 2,726,570 2,734,607 2,750,314 2,751,526
(1) 2,413,619 2,429,690 2,462,430 2,468,694 2,478,181 2,488,394 2,504,906 2,508,395 2,518,245 2,526,282 2,541,989 2,543,201
(2) (B) 5,387 94,750 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387 5,387
(3) 202,938 222,087 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938 202,938

２． 129,422 129,427 129,790 129,039 128,556 127,394 125,381 123,783 121,553 119,079 116,746 113,948
(1)

(2) 121,319 121,103 121,688 120,937 120,454 119,292 117,279 115,681 113,451 110,977 108,644 105,846
(3) 8,102 8,324 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102 8,102

(C) 2,751,366 2,875,954 2,800,545 2,806,058 2,815,062 2,824,113 2,838,612 2,840,503 2,848,123 2,853,686 2,867,060 2,865,474
１． 1,994,269 2,188,072 2,050,424 1,935,008 1,907,543 1,920,264 1,937,314 1,947,219 1,962,137 1,939,890 1,942,400 1,975,083
(1) 170,811 203,828 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811 170,811

77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669 77,669

93,142 126,159 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142 93,142
(2) 805,326 969,185 868,328 868,786 869,481 870,229 871,439 871,695 874,287 874,875 876,026 876,115

117,395 135,061 120,147 120,452 120,915 121,413 122,219 122,389 122,870 123,262 124,028 124,088
96,990 140,973 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990 96,990

590,941 693,151 651,191 651,344 651,576 651,826 652,230 652,316 654,427 654,623 655,008 655,037
(3) 1,018,133 1,015,059 1,011,285 895,411 867,251 879,224 895,064 904,713 917,039 894,204 895,563 928,157

２． 134,139 221,966 111,600 101,491 91,298 80,943 70,711 60,613 51,088 42,765 35,557 29,579
(1) 131,567 119,964 109,028 98,919 88,726 78,371 68,139 58,041 48,516 40,193 32,985 27,007
(2) 2,572 102,002 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572

(D) 2,128,409 2,410,038 2,162,024 2,036,499 1,998,842 2,001,207 2,008,025 2,007,831 2,013,225 1,982,655 1,977,956 2,004,662
(E) 622,957 465,916 638,521 769,559 816,220 822,906 830,587 832,672 834,899 871,031 889,104 860,812
(F) 3,236 2 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236
(G) 10,000
(H) 3,236 △ 9,998 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236 3,236

626,193 455,918 641,757 772,795 819,456 826,142 833,823 835,908 838,135 874,267 892,340 864,048

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

2020年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 1 1,803,500

２． 23,548 18,788

３．

４． 26,541 16,534

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 50,089 35,323 1,803,500

(B)

(C) 50,089 35,323 1,803,500

１． 554,769 563,867 772,000 867,000 1,028,500 1,027,500 1,218,500 1,003,500 1,133,500 1,233,500 1,561,600 3,607,000

２． 461,601 447,614 440,564 444,100 454,293 457,240 460,372 453,589 425,277 378,068 329,570 265,738

３．

４．

５． 72,200 155,400 116,850 95,350 95,350 125,350 485,350 455,350 455,350 455,350

(D) 1,016,370 1,011,481 1,284,764 1,466,500 1,599,643 1,580,090 1,774,222 1,582,439 2,044,127 2,066,918 2,346,520 4,328,088

(E) 966,281 976,158 1,284,764 1,466,500 1,599,643 1,580,090 1,774,222 1,582,439 2,044,127 2,066,918 2,346,520 2,524,588

１． 966,281 934,390 1,214,582 1,387,682 1,262,473 759,932 777,785 789,032 803,587 783,226 786,919 822,311

２． 243,670 726,748 885,664 702,180 1,146,585 1,179,736 1,443,137 1,397,140

３．

４． 41,768 70,182 78,818 93,500 93,409 110,773 91,227 93,955 103,955 116,464 305,136

(F) 966,281 976,158 1,284,764 1,466,500 1,599,643 1,580,090 1,774,222 1,582,439 2,044,127 2,066,918 2,346,520 2,524,588

(G)

(H) 4,925,240 5,365,803 4,925,239 4,481,139 4,026,847 3,569,607 3,109,235 2,655,647 2,230,369 1,852,302 1,522,732 3,060,494

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

2025年度 2026年度 2027年度

他 会 計 負 担 金

2028年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成28年度決算）
栃木県　小山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

171.76 969.57 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A2 非設置 166,533

－

- 74.95 92.00 3,067 153,430 109.30 1,403.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　企業の経営状況において重要な指標の一つである
経常収支比率は、過去5年間120％を超えており、料
金回収率も110％超える値で推移しており、経営
は、おおむね健全な状況であると考える。
　平成26年度からは、企業債の借り入れをせずに、
企業債残高の減に努めている。
　施設利用率と有収率は類似団体平均とほぼ同じ値
となっており、効率的な運営状況が保てていると判
断している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　管路は、1980年から1990年にかけて整備したもの
が多くあるため、管路経年化率は類似団体平均より
下回っているが、耐用年数に達している管路も存在
している。
　管路更新率は0.09％と低いが、今後、老朽管の増
加が見込まれるため、更新率は増加する状況であ
る。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　給水収益は、安定しており、経営の健全性や効率
性から判断して、概ね健全な経営状況であると考え
られる。
　資産の老朽化が進んでおり、管路経年化率も今後
増えることから、優先順位の高いものから順次管路
の更新を行っていく必要がある。健全な経営を継続
するために財政収支を考慮した更新計画を今後検討
していかなければならない。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 130.59 125.64 124.84 131.92 128.83

平均値 107.91 108.44 113.11 114.00 115.36
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H24 H25 H26 H27 H28

当該値 42.97 45.05 47.43 49.33 51.15

平均値 40.21 41.12 44.91 45.89 48.01
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2.00

4.00

6.00
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10.00
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14.00

16.00

18.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1.09 2.01 2.11 2.87 2.82

平均値 10.19 10.90 12.03 13.14 16.17

①経常収支比率(％)
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95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 118.79 115.16 115.37 114.78 112.74

平均値 100.16 100.07 106.22 106.69 107.61

130.00

135.00

140.00

145.00

150.00

155.00

160.00

165.00

170.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 150.58 145.00 144.40 144.82 146.85

平均値 166.17 164.93 155.23 154.92 155.69
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当該値 62.15 62.28 62.16 63.29 62.76

平均値 62.50 62.45 62.12 62.26 62.46
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90.00
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91.00
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H24 H25 H26 H27 H28

当該値 90.45 91.10 90.18 89.50 90.31

平均値 89.62 89.76 89.45 89.50 90.62

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】

【90.22】【59.94】【163.27】【105.59】

【47.91】 【15.00】 【0.76】
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